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建築物の環境配慮計画届出状況
１．建築物の環境配慮計画届出に関する分析
建築物の環境配慮計画届出は、2011年度以降Ａの割合が年々減少し、B‐の割合が年々増加している。
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図１　大阪府内のCASBEE評価割合
2012年度から届出対象規模を5,000㎡から2,000㎡に引き下げたため、5,000㎡超と5,000㎡以下に分けて比較する。
5,000㎡超については、2011年度にＳ及びＡを足し合わせると全体の半数あったものが、2013年度以降3割程度となり、Ｂ＋、Ｂ－の割合が半数から7割程度への増加している。
一方、5,000㎡以下については、Ａの割合が年々減少し、Ｂ－の割合が増加している。2012年度にはＳ及びＡを足し合わせると26%あったが、年々減少し、2015年度には4%となっている。
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図２　大阪府内のCASBEE評価割合（5,000㎡超）　　　　　図３　大阪府内のCASBEE評価割合（5,000㎡以下）
このデータを非住宅と住宅に分けて比較しても、概ね同様の結果となる。
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図４　大阪府内のCASBEE評価割合　　　　　　　　　　図５　大阪府内のCASBEE評価割合
（非住宅の5,000㎡超）　　　　　　　　　　　　　　　　（住宅の5,000㎡超）
[image: image3.png]100%
90%
80%
70%
60%
50%
40%
30%
20%
10%
0%

= SEIE
u AEE
u B+ &
=B —E&

CEIE




図６　大阪府内のCASBEE評価割合　　　　　　　　　図７　大阪府内のCASBEE評価割合
（非住宅の5,000㎡以下）　　　　　　　　　　　　　（住宅の5,000㎡以下）
表１に5,000㎡超と5,000㎡以下における届出件数の割合を示す。
表１　届出に占める規模別の率
	
	2012
	2013
	2014
	2015

	5,000㎡超
	51%
	39%
	38%
	38%

	5,000㎡以下
	49%
	61%
	62%
	62%


注）大阪府は、2012年7月から届出規模を2,000㎡に引き下げた。　
　
また、表２、３、４に5,000㎡超と5,000㎡以下におけるＳ及びＡランクが占める割合について、2012年からの変化率を示す。どの用途の場合であっても5,000㎡超は、5,000㎡以下に比べ、率の低下は少ない状況である。

表２　Ｓ及びＡランクの率（全用途）の変化
	
	各年度における占有率
	変化率

	年度
	2012
	2013
	2014
	2015
	2012→2014
	2012→2015

	5,000㎡超
	39%
	34%
	30%
	28%
	77%
	72%

	5,000㎡以下
	26%
	12%
	7%
	4%
	27%
	15%


表３　Ｓ及びＡランクの率（非住宅）の変化
	
	各年度における占有率
	変化率

	年度
	2012
	2013
	2014
	2015
	2012→2014
	2012→2015

	5,000㎡超
	40%
	34%
	30%
	31%
	75%
	78%

	5,000㎡以下
	24%
	11%
	7%
	6%
	30%
	25%


表４　Ｓ及びＡランクの率（住宅）の変化
	
	各年度における占有率
	変化率

	年度
	2012
	2013
	2014
	2015
	2012→2014
	2012→2015

	5,000㎡超
	36%
	31%
	26%
	23%
	72%
	64%

	5,000㎡以下
	28%
	14%
	6%
	1%
	21%
	3%


    注）主に使用されているツールの時期
CASBEE2010年版：2012～2014　CASBEE2014年版：2015
２．再生可能エネルギー利用設備の導入しない理由について
表５　再生可能エネルギー利用設備の導入しない理由（複数回答あり）
	日照が確保できない
	22

	躯体が荷重に対応できていない
	122

	敷地内に設置場所を確保できない
	36

	費用負担大
	234

	将来対応可能
	22


３．エネルギーの使用の抑制について
建築物環境計画書の評価項目に、エネルギーの使用の抑制があり、エネルギーの使用の合理化等に関する法律の規定に基づく届出の結果を利用している。
エネルギーの使用の合理化等に関する法律の規定により、2003年4月から所管行政庁へ省エネ措置の届出が義務付けられ、現在は延べ面積300㎡以上の建築物の新築・増改築、2,000㎡以上の建築物の大規模修繕・模様替、空気調和設備等の設置・改修工事が届出の対象となっている。
2013年1月に省エネルギー基準が改正され、非住宅建築物については2013年4月から、住宅及び複合建築物（住宅の用途に供する部分に限る）については同年10月から施行された。なお、経過措置として、非住宅建築物については2014年3月まで、住宅及び複合建築物については2015年3月までは従前の例によることができた（簡易評価手法の大幅変更などもあり、経過措置期間はほとんど旧基準による届出）。
2013年の省エネルギー基準改正により、非住宅建築物の空調、換気、給湯、照明、昇降機の設備ごとに評価する基準（ＣＥＣ）から、建築物全体の省エネルギー性能を評価する一次エネルギー基準に変更されたほか、評価手法も変更となった。
一方、住宅については、住戸内設備が評価対象外であったものが評価対象となり、一次エネルギー基準の適合率は全体的に減少した。また、簡易評価手法である仕様基準の採用が厳格化されたほか、評価手法自体も変更となった。そのため、経過措置期間終了前には仕様基準で不適合の届出であったものが、経過措置期間終了後の2015年4月から仕様基準による届出がなくなり、主に第二種特定建築物の外皮基準の適合率は上昇した（※）。
（※）仕様基準で評価すると不適合となる外皮仕様でも、性能基準で評価すると適合となる場合が多数あるため
３－１．省エネ法届出適合率について
（１）非住宅建築物
大阪府内における第一種特定建築物（床面積の合計が2,000㎡以上）、第二種特定建築物（床面積の合計が300㎡以上2,000㎡未満）ともに、非住宅建築物の適合率は90％を超え、高い状態を維持している。
全国の適合率は、第一種特定建築物で2013年は93％、2014年は96％、第二種特定建築物で2013年は64%、2014年で75%であり、大阪府内における第二種特定建築物の適合率は全国を大幅に上回っている。
床面積の合計が10,000㎡以上の非住宅建築物については、大阪府温暖化の防止等に関する条例により2015年4月より適合を義務化しているため、適合率100％となっている。
なお、適合していない物件については、テナント工事のため届出時に仕様が決まっていない、詳細に計算すると適合するかもしれないが簡略化（例えば複層ガラスと単板ガラスと併用しているがすべて単板ガラスとみなす）して計算するなど、完成した建築物が必ずしも不適合とは限らないものも多い。

表 ６　大阪府内における省エネ届出（新築・増改築）　第一種特定建築物（非住宅）適合件数等
	主たる用途等
	2015年
	2014年
	2013年

	第一種
特定建築物
	届出件数
	216
	196
	310

	
	基準適合件数（率）
	204(194%)
	190(197%)
	299(196%)

	
	外皮適合件数（率）
	196(191%)
	192(198%)
	303(198%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	214(191%)
	194(199%)
	305(198%)

	事務所等
	届出件数
	48
	33
	66

	
	基準適合件数（率）
	48(100%)
	32(197%)
	65(199%)

	
	外皮適合件数（率）
	48(100%)
	33(100%)
	65(199%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	48(100%)
	32(197%)
	66(100%)

	ホテル等
	届出件数
	23
	2
	3

	
	基準適合件数（率）
	19(183%)
	1(150%)
	3(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	19(183%)
	1(150%)
	3(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	23(100%)
	2(100%)
	3(100%)

	病院等
	届出件数
	40
	50
	66

	
	基準適合件数（率）
	39(198%)
	50(100%)
	64(197%)

	
	外皮適合件数（率）
	39(198%)
	50(100%)
	65(198%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	39(198%)
	50(100%)
	65(198%)

	物品販売業を営む店舗等・飲食店等
	届出件数
	21
	31
	41

	
	基準適合件数（率）
	17(181%)
	29(194%)
	34(183%)

	
	外皮適合件数（率）
	18(186%)
	30(197%)
	36(188%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	20(195%)
	30(197%)
	39(195%)

	学校等
	届出件数
	18
	30
	40

	
	基準適合件数（率）
	17(194%)
	30(100%)
	39(198%)

	
	外皮適合件数（率）
	17(194%)
	30(100%)
	40(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	18(100%)
	30(100%)
	39(198%)

	集会所等
	届出件数
	13
	10
	14

	
	基準適合件数（率）
	12(192%)
	8(180%)
	14(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	11(185%)
	8(180%)
	14(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	13(100%)
	10(100%)
	14(100%)

	工場等
	届出件数
	53
	40
	80

	
	基準適合件数（率）
	52(198%)
	40(100%)
	79(199%)

	
	外皮適合件数（率）
	44(183%)
	40(100%)
	80(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	53(100%)
	40(100%)
	79(199%)


出典：大阪府調べ
注１)主たる用途で分類しているため、例えば工場等には事務所等の用途を含むこともある。
注２)テナント工事が未定の場合、一次エネルギー基準を対象外としている場合等もある。

注３)物品販売業を営む店舗等と飲食店等については、物件数が少なく、特定できるおそれがあるため、ひとまとめにした。
表 ７　大阪府内における省エネ届出（新築・増改築）　第二種特定建築物（非住宅）適合件数等
	主たる用途等
	2015年
	2014年
	2013年

	第二種
特定建築物
	届出件数
	757
	521
	948

	
	基準適合件数（率）
	720(195%)
	507(197%)
	920(197%)

	
	外皮適合件数（率）
	692(191%)
	518(199%)
	932(198%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	717(195%)
	510(198%)
	932(198%)

	事務所等
	届出件数
	195
	127
	196

	
	基準適合件数（率）
	188(196%)
	125(198%)
	191(197%)

	
	外皮適合件数（率）
	190(197%)
	125(198%)
	194(199%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	189(197%)
	127(100%)
	191(197%)

	ホテル等
	届出件数
	17
	1
	3

	
	基準適合件数（率）
	14(182%)
	1(100%)
	3(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	14(182%)
	1(100%)
	3(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	17(100%)
	1(100%)
	3(100%)

	病院等
	届出件数
	159
	109
	223

	
	基準適合件数（率）
	156(198%)
	108(199%)
	219(198%)

	
	外皮適合件数（率）
	159(100%)
	109(100%)
	221(199%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	154(197%)
	108(199%)
	221(199%)

	物品販売業を営む店舗等・飲食店等
	届出件数
	112
	91
	126

	
	基準適合件数（率）
	98(188%)
	85(193%)
	109(187%)

	
	外皮適合件数（率）
	100(189%)
	88(197%)
	115(191%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	91(181%)
	86(195%)
	118(194%)

	学校等
	届出件数
	79
	66
	127

	
	基準適合件数（率）
	77(194%)
	66(100%)
	125(198%)

	
	外皮適合件数（率）
	79(100%)
	66(100%)
	127(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	77(194%)
	66(100%)
	125(198%)

	集会所等
	届出件数
	37
	13
	49

	
	基準適合件数（率）
	34(192%)
	13(100%)
	47(196%)

	
	外皮適合件数（率）
	35(195%)
	13(100%)
	48(198%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	35(195%)
	13(100%)
	48(198%)

	工場等
	届出件数
	158
	114
	224

	
	基準適合件数（率）
	153(197%)
	109(196%)
	224(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	115(173%)
	109(196%)
	224(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	154(197%)
	114(100%)
	223(100%)


出典：大阪府調べ
注１)主たる用途で分類しているため、例えば工場等には事務所等の用途を含むこともある。
注２)テナント工事が未定の場合、一次エネルギー基準を対象外としている場合等もある。
注３)物品販売業を営む店舗等と飲食店等については、第一種特定建築物にあわせ、ひとまとめにした。
表 ８　大阪府内における省エネ届出（新築・増改築）　10,000㎡以上（非住宅）適合件数等
	主たる用途等
	2015年
	2014年
	2013年

	床面積の合計10,000㎡以上
	届出件数
	40
	39
	55

	
	基準適合件数（率）
	40(100%)
	38(197%)
	53(196%)

	
	外皮適合件数（率）
	40(100%)
	39(100%)
	53(196%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	40(100%)
	38(197%)
	55(196%)

	事務所等
	届出件数
	14
	8
	11

	
	基準適合件数（率）
	14(100%)
	7(188%)
	11(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	14(100%)
	8(100%)
	11(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	14(100%)
	7(188%)
	11(100%)

	ホテル等
	届出件数
	3
	0
	1

	
	基準適合件数（率）
	3(100%)
	
	1(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	3(100%)
	
	1(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	3(100%)
	
	1(100%)

	病院等
	届出件数
	3
	4
	6

	
	基準適合件数（率）
	3(100%)
	4(100%)
	6(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	3(100%)
	4(100%)
	6(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	3(100%)
	4(100%)
	6(100%)

	物品販売業を営む店舗等・飲食店等
	届出件数
	4
	8
	8

	
	基準適合件数（率）
	4(100%)
	8(100%)
	6(175%)

	
	外皮適合件数（率）
	4(100%)
	8(100%)
	6(175%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	4(100%)
	8(100%)
	8(100%)

	/学校等
	届出件数
	0
	5
	9

	
	基準適合件数（率）
	
	5(100%)
	9(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	
	5(100%)
	9(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	
	5(100%)
	9(100%)

	集会所等
	届出件数
	3
	0
	2

	
	基準適合件数（率）
	3(100%)
	
	2(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	3(100%)
	
	2(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	3(100%)
	
	2(100%)

	工場等
	届出件数
	13
	14
	18

	
	基準適合件数（率）
	13(100%)
	14(100%)
	18(100%)

	
	外皮適合件数（率）
	13(100%)
	14(100%)
	18(100%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	13(100%)
	14(100%)
	18(100%)


出典：大阪府調べ
注１)主たる用途で分類しているため、例えば工場等には事務所等の用途を含むこともある。
注２)テナント工事が未定の場合、一次エネルギー基準を対象外としている場合等もある。

注３)物品販売業を営む店舗等と飲食店等については、第一種特定建築物にあわせ、ひとまとめにした。
（２）住宅
大阪府内における第一種特定建築物の適合率は、旧基準を適用した2013年、2014年は19％、新基準を適用した2015年は13%と、依然として低い。第二種特定建築物の適合率は、旧基準を適用した2013年、2014年は20％代であったものが、新基準を適用した2015年は56％と大幅に増加した。
表 ９　省エネ届出法　住宅適合件数等について
	大阪府内
	2015年
	2014年
	2013年

	第一種
特定建築物
	届出件数
	158
	269
	262

	
	基準適合件数（率）
	21(13%)
	52(19%)
	50(19%)

	
	外皮適合件数（率）
	50(32%)
	57(21%)
	51(19%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	28(18%)
	224(83%)
	211(81%)

	第二種
特定建築物
	届出件数
	957
	1,480
	1,268

	
	基準適合件数（率）
	533(56%)
	407(28%)
	292(23%)

	
	外皮適合件数（率）
	707(74%)
	426(29%)
	326(26%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	537(56%)
	1,065(72%)
	869(69%)

	延べ面積10,000㎡
以上
	届出件数
	21
	23
	36

	
	基準適合件数（率）
	6(29%)
	11(48%)
	12(33%)

	
	外皮適合件数（率）
	13(62%)
	12(52%)
	12(33%)

	
	一次エネ適合件数（率）
	8(38%)
	19(83%)
	31(86%)


出典：大阪府調べ
４．住宅の断熱性能について
二重サッシ又は複層ガラスを有する住宅の割合は図８に示すとおり、寒冷地で高くなっている。
窓に二重サッシ又は複層ガラスを有しない住宅の割合は、大阪府（83.5％）は沖縄県（92.0％）、鹿児島県（87.0％）、長崎県（86.5％）、宮崎県（86.2％）、高知県（85.7％）、福岡県（84.4％）、大分県（83.8％）に次いで、全国で8番目に高い。
また、すべての窓に二重サッシ又は複層ガラスを有する住宅の割合は、大阪府（5.2％）は沖縄県（1.8％）に次いで低く、一部の窓に二重サッシ又は複層ガラスを有する住宅の割合も、大阪府（8.1％）は沖縄県（4.1％）、鹿児島県（6.3％）、高知県（6.6％）、宮崎県（7.1％）、福岡県（7.7％）、長崎県（7.8％）に次いで、全国で７番目に低い位置にとどまっている。
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図８　二重サッシ又は複層ガラスの窓を有する住宅の割合
出典：平成25年住宅・土地統計調査
都市の低炭素化の促進に関する法律の規定によると、大阪府の地域区分は、表９のとおりである。
表９　都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく地域区分
	地域区分
	都道府県名

	１、２
	北海道

	３
	青森県、岩手県、秋田県

	４
	宮城県、山形県、福島県、栃木県、新潟県、長野県

	５、６
	茨城県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、富山県、石川県、福井県、山梨県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県

	７
	宮崎県、鹿児島県

	８
	沖縄県


大阪府と地域区分が同じ５、６地域に属する34都府県で比較すると、窓に二重サッシ又は複層ガラスを有しない住宅の割合は、持ち家、借家ともに高く、住宅総数では34府県中5番目に高い。（表10）
表10　二重サッシ又は複層ガラスの窓を有する住宅数
	５、６地域
（抜粋）
	総数1)
	すべての窓にあり
	一部の窓にあり
	なし

	
	
	実数
	割合 順位3)
	実数
	割合 順位3)
	実数
	割合 順位3)

	東京都
	持ち家
	2,962,100
	428,000
	14.4%
	12
	440,800
	14.9%
	19
	2,093,300
	70.7%
	23

	
	借家
	3,100,300
	124,400
	4.0%
	
	157,300
	5.1%
	
	2,818,600
	90.9%
	26

	
	住宅総数2)
	6,472,600
	552,400
	8.5%
	19
	598,100
	9.2%
	27
	4,911,800
	75.9%
	21

	神奈川県
	持ち家
	2,252,300
	303,500
	13.5%
	14
	336,700
	14.9%
	18
	1,612,200
	71.6%
	17

	
	借家
	1,456,300
	49,500
	3.4%
	
	61,300
	4.2%
	
	1,345,500
	92.4%
	20

	
	住宅総数2)
	3,843,200
	353,000
	9.2%
	15
	397,900
	10.4%
	22
	2,957,700
	77.0%
	18

	愛知県
	持ち家
	1,758,500
	249,900
	14.2%
	13
	275,000
	15.6%
	14
	1,233,600
	70.2%
	25

	
	借家
	1,160,400
	30,900
	2.7%
	21
	40,900
	3.5%
	25
	1,088,600
	93.8%
	11

	
	住宅総数2)
	2,996,700
	280,900
	9.4%
	14
	315,900
	10.5%
	21
	2,322,100
	77.5%
	14

	滋賀県
	持ち家
	378,400
	60,200
	15.9%
	6
	75,100
	19.8%
	4
	243,100
	64.2%
	30

	
	借家
	131,200
	5,500
	4.2%
	10
	7,100
	5.4%
	6
	118,600
	90.4%
	29

	
	住宅総数2)
	521,500
	65,700
	12.6%
	7
	82,200
	15.8%
	4
	361,700
	69.4%
	30

	京都府
	持ち家
	690,300
	72,800
	10.5%
	21
	115,800
	16.8%
	11
	501,700
	72.7%
	16

	
	借家
	407,600
	12,000
	2.9%
	19
	15,700
	3.9%
	20
	1,345,500
	92.4%
	20

	
	住宅総数2)
	1,135,000
	84,800
	7.5%
	22
	131,600
	11.6%
	13
	881,600
	77.7%
	13

	大阪府
	持ち家
	2,104,300
	165,200
	7.9%
	33
	259,800
	12.3%
	26
	1,679,200
	79.8%
	4

	
	借家
	1,654,700
	35,600
	2.2%
	29
	55,500
	3.35%
	28
	1,563,600
	94.5%
	9

	
	住宅総数2)
	3,882,400
	200,800
	5.2%
	34
	315,400
	8.1%
	31
	3,242,800
	83.5%
	5

	兵庫県
	持ち家
	1,505,300
	169,100
	11.2%
	20
	230,100
	15.3%
	16
	1,106,100
	73.5%
	13

	
	借家
	767,200
	17,900
	2.3%
	25
	30,400
	4.0%
	18
	718,900
	93.7%
	13

	
	住宅総数2)
	2,368,300
	187,000
	7.9%
	21
	260,600
	11.0%
	18
	1,824,900
	77.1%
	17

	奈良県
	持ち家
	389,400
	44,100
	11.3%
	18
	61,200
	15.7%
	13
	284,100
	73.0%
	15

	
	借家
	127,500
	2,500
	2.0%
	31
	4,300
	3.36%
	27
	120,800
	94.7
	7

	
	住宅総数2)
	527,700
	46,600
	8.8%
	17
	65,500
	12.4%
	11
	404,900
	76.7%
	19

	和歌山県
	持ち家
	290,200
	23,500
	8.1%
	31
	32,200
	11.1%
	32
	234,500
	80.8%
	3

	
	借家
	91,700
	3,200
	3.5%
	13
	4,300
	4.7%
	10
	84,200
	91.8%
	23

	
	総数
	388,100
	26,700
	6.9%
	27
	36,500
	9.4%
	26
	318,600
	82.1%
	7

	福岡県
	持ち家
	1,163,500
	117,400
	10.1%
	23
	137,500
	11.8%
	31
	908,600
	78.1%
	8

	
	借家
	963,700
	17,700
	1.8%
	32
	28,000
	2.9%
	31
	918,000
	95.3%
	2

	
	総数
	2,163,200
	135,100
	6.2
	31
	165,600
	7.7%
	33
	1,826,600
	84.4%
	3

	５、６
地域合計
	持ち家
	25,780,700
	3,311,000
	12.8%
	－
	3,898,400
	15.1%
	－
	18,571,600
	72.0%
	－

	
	借家
	15,273,800
	491,300
	3.2%
	－
	629,400
	4.1%
	－
	14,153,200
	92.7%
	－

	
	総数
	42,332,100
	3,802,700
	9.0%
	－
	4,528,000
	10.7%
	－
	32,724,200
	77.3%
	－

	全国
	持ち家
	30,686,800
	5,315,700
	16.5%
	－
	5,475,100
	17.0%
	－
	21,375,000
	66.5%
	－

	
	借家
	18,518,900
	1,367,700
	7.4%
	－
	994,700
	5.4%
	－
	16,156,600
	87.2%
	－

	
	住宅総数2)
	52,102,200
	6,683,400
	12.8%
	－
	6,469,700
	12.4%
	－
	37,531,500
	72.0%
	－


出典：平成25年住宅・土地統計調査より大阪府が集計
1)　「不詳」を含む。
2)　住宅の所有の関係「不詳」を含む。
3)　都市の低炭素化の促進に関する法律の規定により、地域区分が大阪府と同じ５、６となる34府県の中の順位
５．住宅内の疾患等について

循環器疾患による死亡者数は冬期の方が多くなっており、健康面に悪影響を及ぼさない水準に室内温度を保つことは健康に過ごせる住まいづくりの課題。
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表１１　熱中症による救急搬送人員数
	
	2013年
	2014年
	2015年

	
	6月～9月
	6月～9月
	6月～9月

	東京都
	4,535 
	3,262 
	4,634 

	神奈川県
	3,325 
	2,038 
	2,824 

	愛知県
	4,090 
	2,402 
	3,702 

	滋賀県
	702 
	534 
	673 

	京都府
	1,715 
	1,056 
	1,505 

	大阪府
	4,064 
	2,471 
	3,714 

	兵庫県
	2,633 
	1,666 
	2,508 

	奈良県
	757 
	490 
	706 

	和歌山県
	708 
	452 
	699 

	福岡県
	2,685 
	1,250 
	1,893 


参考資料　２－６
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